
 １　新設分

（１）使用料

提案時期 施行時期

H31年2月
議会

H31年6月
1日
H31年10
月1日

（２）手数料

提案時期 施行時期

H31年2月
議会

建築基準法
の一部を改
正する法律
施行日（H31
年6月24日
予定）

H30年11
月議会

H31年4月
1日

H30年11
月議会

H31年4月
1日
H31年10
月1日

H31年2月
議会

所有者不明
土地の利用
の円滑化等
に関する特
別措置法施
行日（H31年
6月1日予
定）

 ２　単価改定分　（主なもの）

（１）使用料 消費税率引上げの影響等を踏まえ、受益と負担の公平の確保を図るため使用料の改定を行う。

提案時期 施行時期

H31年2月
議会

H31年10
月1日

H31年2月
議会

H31年10
月1日

（境港管
理組合議
会）

H31年10
月1日

H31年2月
議会

H31年10
月1日

H31年2月
議会

H31年10
月1日

（２）手数料 消費税率引上げの影響等を踏まえ、受益と負担の公平の確保を図るため手数料の改定を行う。

提案時期 施行時期

H31年2月
議会

H31年10
月1日

H31年2月
議会

H31年10
月1日

H31年2月
議会

H31年10
月1日

 ３　廃止分　（主なもの）

提案時期 施行時期

H31年2月
議会

H31年6月
1日

 ４　見直し影響額

平成３１年度　使用料・手数料見直しについて

境港水産物地方卸売市場
使用料

　・海水供給施設（海水を市場外に持ち出す場合）　1㎡につき、75円　→　79円　他

所有者不明土地法に係る裁
定事務手数料

○所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法の施行に伴い、新たに行う事務について
手数料の額を新設する。
　・地域福利増進事業のための土地使用権等の取得又は存続期間延長に係る裁定手数料（損失補償
の見積額10万円以下）　1件につき、27,000円　他
　・土地収用法の事業の認定を受けた収用適格事業又は都市計画法の認可等を受けた都市計画事
業の実施のための特定所有者不明土地の収用又は使用についての裁定手数料（損失補償の見積額
10万円以下）　1件につき、27,000円　他

14,904 千円

鳥取県営病院事業手数料 　・生命保険金受領診断書　1通につき、5,724円　→　5,830円　他

名　称

鳥取県営病院事業使用料 　・人間ドック料金　1件につき、43,200円　→　44,000円
　・特別入院施設料（中央病院　個室丙）　1床・1日につき、5,400円　→　5,500円
　・特別入院施設料（厚生病院　個室）　1床・1日につき、4,320円　→　4,400円　他

林業試験場機械器具使用
料

　・小型強度試験機　1時間につき、240円　→　260円
　・パネル強度試験機　1時間につき、410円　→　430円　他

15,211 千円

単価改定分

道路占用料 　・第1種電柱（市区域）　1本・年につき、680円　→　693円
　・第1種電柱（町村区域）　1本・年につき、572円　→　583円　他

飲食店営業等許可関係手
数料

　・喫茶店営業、乳類販売業、食肉販売業、魚類販売業、集乳業　1件につき、10,500円　→　11,500円

自動車保管場所証明手数
料

　・1件につき、2,100円　→　2,300円

名　称

家畜焼却処理手数料 ○受益と負担の公平の確保を図るため、病性鑑定後の家畜等の死体の焼却に係る手数料を新設す
る。
　・牛及び馬（月齢が満24月以上のもの）　29,400円(30,000円）／頭　他
　・豚（月齢が満18月以上のもの）　9,800円（10,000円）／頭　他
　・山羊、羊及び鹿（月齢が満6月以上のもの）　4,900円（5,000円）／頭　他
　※（）は消費税率引上げ後単価

○境漁港高度衛生管理型市場の一部を供用開始することに伴い、新たに導入する施設等の利用につ
いて使用料を新設するとともに、消費税率引き上げに伴い、増税額に相当する額の引上げを行う。
　・シャーベットアイス供給施設　2,757円（2,808円）／ 
　・冷海水供給施設　980円（998円）／ 
　・冷蔵庫施設　158円（161円）／㎡・月
　・固定式活魚水槽　66,156円（67,381円）／区画・月　　　※（）は消費税率引上げ後単価

名　称 摘　　　要

摘　　　要

境港水産物地方卸売市場
使用料

家畜人工授精講習会試験
合格証明書再発行手数料

○受益と負担の公平の確保を図るため、家畜人工授精等に関する講習会の修業試験の合格証明書
の再交付事務に係る手数料を新たに徴収する。
　・家畜人工授精講習会　1件につき、1,700円

建築基準法関係手数料 ○建築基準法の一部を改正する法律の公布により、新たに設けられた許可及び認定事務に係る手数
料を新設する。
　・用途地域における増築、改築又は移転の特例許可　1件につき、110,000円
　・用途地域における建築の特例許可　1件につき、140,000円
　・建ぺい率の限度超過の許可　1件につき、33,000円　他

摘　　　要

境港港湾施設使用料 　・野積場舗装使用料（30日超）　10㎡・1日につき、32.40円　→　33.00円
　・国際コンテナターミナルにおけるコンテナ蔵置　1個・1日につき、77.00円　→　78.43円
　・ガントリークレーン　1時間につき、50,810.00円　→　51,750.93円　他

廃止分 △ 19,880 千円

区　分 影響額

名　称 摘　　　要

名　称 摘　　　要

境港水産物地方卸売市場
使用料

○高度衛生管理型市場整備に伴う建物解体のため、卸売業務施設（仕立場のための利用）及び事務
室に係る使用料を廃止する。
　・卸売業務施設　1,330円／㎡・月
　・事務室　1,770円／㎡・月

新設分

25


